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1.  導入 
 
  Hall による二本の家計消費に関する論文、Hall (1978)と Hall and Mishkin(1982)は、その後
の家計消費分析に多大な影響を与えた。家計消費と所得の不確実性に関する極めて標準的
な動学最適化問題の検証法を提唱した Hall (1978)は、 その後のマクロデータを用いた消費分
析の基礎となり、Flavin (1981)や Campbell and Mankiw (1989)等につながっていった。一方、
Hall and Mishkin (1982)は、 不確実性下のオイラー方程式をベースにする点で Hall (1978)と似
ているが、マクロではなく、家計レベルのミクロデータを用い検証を行ったものであり、
その後、爆発的に増加するミクロデータに基づく家計消費分析の基礎となった。 
  Hall and Mishkin (1982)やAltonji and Siow (1987)等によるミクロ家計消費データに基づく初




                                                   




2  〒186-8603 東京都国立市中 2-1  一橋大学経済研究所  E-Mail: nabe@ier.hit-u.ac.jp 2 
 
た。しかしながら、1990 年代以降では、家計消費分析の主要データはアメリカ合衆国の
Consumer Expenditure Survey (CEX)やイギリスのFamily Expenditure Survey (FES)等の
Repeated Cross Sectionデータに移ってきている
3
























  日本の総務省が行っている家計調査は昭和 21 年から開始され、現在まで、毎月数千の家
計を対象に、家計簿に基づく詳細な購入情報を集めている。アメリカ合衆国の Consumer 
Expenditure Survey (CEX)やイギリスの Family Expenditure Survey (FES)の家計簿調査が二週
。さらに、
PSIDで長年の間蓄積されてきた消費支出は食料に関するもののみであり、家計消費全体を




                                                   
3  CEX は同一家計を四半期で五回追跡しているため、短期的なパネルデータとみなすこと
も可能である。CEX をパネルとして利用した著名な分析に Mace (1991)がある。 
4  例えば、Attanasio(1999)を参照せよ。 








  家計調査を用いた家計消費行動の分析は決して少なくはなく、林(1986)や Kohara et al. 
(2002)等があるが、そのほとんどは月単位の家計パネル情報を用いたものである。前述のよ







2.  データ 
 
  本論文では、国民経済計算やアメリカの CEX を含め、様々なデータを用いるが、主要デ




は二週間であるのに比べ、 極めて長い。 一方、 CEX の記憶に基づく消費データは 15 カ月間、
四半期に一度の頻度で調査されており、家計別パネルデータとしては CEX のほうが長くな
っている。 
  家計調査は、昭和 21 年に始まり、現在に至るまで多くの制度改正が行われている。1991




  本論文では、家計調査以外にも、慶應大学の行っている家計パネルデータ(KHPS)や Abe 
and Yamada (2009)で用いられた全国消費実態調査の結果等、 他のデータベースに基づく結果
が一部使用されている。これらは、結果を紹介する際に、適宜、詳細について説明する。 
 






らの一部は景気循環理論等で Stylized Facts として扱われており、その再現は現在のマクロ

































挙動を示すことはHall and Mishkin (1982)でも指摘されており、特に、一階の自己相関係数が
大きな負の値をとることは、特殊な家計パルデータを用い、四半期単位の階差をとった





























4.  日本の家計消費行動 
 







                                                   
8  Deaton (1992) p. 216, "It is not entirely clear how we can use this information, or whether it has 
been worth the considerable efforts that have gone into obtaining it." 
。
しかしながら、実際の消費支出額は年齢に依存することが知られている。図2は家計調査の


































。 また、 図10が示すように、 少子高齢化の進展を反映し、
一家計あたりの家族構成人数や子供数は低下傾向にある。家族構成と支出額の関係を正確
に把握することは、今後ますます重要になっていくと思われる。 
4.2.  消費支出・所得分散のライフサイクルプロファイル 
 
  Hall (1978)による確実性等価モデルに従うと、家計消費変化率の分散は所得の恒常的ショ
                                                   
10  本論文で用いる家計調査では、月次消費支出額が 3 万円以下および 200 万円以上の家計
は outlier としてサンプルから除外している。 
11  CEX のデータは Fabrizio Perri 氏の web にある資料を参考に作成した。 
12  なお、家計構成人数、15 歳以下子供数、時間ダミーと共に年齢ダミーに回帰し、年齢ダ
ミーの係数をみると、ほぼ図 2 の形状と一致する。 7 
 





























4.3.  月次データの動向 
 




                                                   
13  全国消費実態調査は五年に一度、 全国の5万以上の家計を対象する大規模な調査である。
この分散プロファイルも、対数所得および支出を様々な変数に回帰した後の残差の分散で





  同様に、年齢別実質衣料支出の水準をプロットした図 20 でも、低下トレンドは明らかで
あるが、こらちは食料支出よりも変動が激しく、特に 90 年代後半の景気低迷期には各年齢








る。一方、衣料支出の変動係数は、図 22 から明らかなように 1.4 程度と、食料支出にくら
べて遥かに大きな家計間の差を観察することができる。 





















                                                   









Abe, N.  and  T.  Yamada (2009) “Nonlinear Income Variance Profile and Consumption 
Inequality over the Life Cycle,” J. Japanese Int. Economies 23, pp. 344-366. 
Ahmed, N., M. Brzozowski, and T. F. Cossley (2006) “Measurement Errors in Recall Food   
      Consumption Data,” IFS Working, W06/21. 
Altonji, J. G. and A. Siow (1987) “Testing the Response of Consumption to Income Changes with 
(Noisy) Panel Data,”  The Quarterly Journal of Economics, MIT Press, vol. 102(2), pp. 
293-328. 
Attanasio,O.(1999) “Consumption” Handbook of Macroeconomics, Volume1, Edited by J.B.Taylor 
and M.Woodford, Elsevier Science B.V. 
Blundell, R.W. and I. P. Preston (1998) “Consumption inequality and income uncertainty,” The 
Quarterly Journal of Economics, 113, pp. 603-640. 
Carroll, C. D. (2001) “Death to the Log-Linearized ConsumptionEuler Equation! (And Very   
Poor Health to the Second-Order Approximation),” Advances in Macroeconomics:   
Vol. 1, No. 1, Article 6. 
Campbell, J.Y. and N.G. Mankiw (1989) “Consumption, income and interest rates:    reinterpreting 
the time series evidence,” in: O. J. Blanchard and S. Fischer, eds., NBER Macroeconomics 
Annual 1989 (MIT Press, Cambrige, MA), pp.185-216. 
Cochrane, J. H. (1991) “A simple test of consumption insurance,” Journal of Political Economy 99, 
pp. 957-976. 
Deaton, A. (1992) Understanding Consumption, Oxford, Clarendon Press. 
Flavin, M. A. (1981) “The Adjustment of Consumption to Changing Expectations about Future 
Income,”  Journal of Political Economy,  University of Chicago Press, vol.89(5), pp. 
974-1009.   
Hall, R.  E.  (1978)  “Stochastic Implications of the Life Cycle-Permanent Income Hypothesis: 
Theory and Evidence,” Journal of Political Economy, University of Chicago Press, vol. 
86(6), pp. 971-87. 
Hall, R. and F.S. Mishkin (1982) “The Sensitivity of Consumption to Transitory Income: Estimates 
from Panel Data on Households,”  Econometrica, Econometric Society, Vol. 50(2), 
pp.461-81. 
Hayashi, F. (1985) “The Permanent Income Hypothesis and Consumption Durability: Analysis 10 
 
Based on Japanese Panel Data,”  The Quarterly Journal of Economics, MIT Press, vol. 
100(4), pp. 1083-1113. 
Kohara, M., F. Ohtake, and M. Saito (2002) “A test of the full insurance hypothesis: the case of 
Japan,” J. Japanese Int. Economies , Vol.16, pp.335-352. 
Mace, B.J. (1991) “Full insurance in the presence of aggregate uncertainty,” Journal of Political 
Economy 99, pp. 928-996. 
林文夫（1986） 「恒常所得仮説の拡張とその検証」 『経済分析』101,    pp.1-23. 
 表 1: マクロデータとミクロデータの比較




国内総生産 0.0000536 0.2431 0.7269***
慶應パネルデータ(ミクロ)
家計総消費支出 0.1800315 -0.4255***
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消費支出(対数)・年齢プロファイル












26 28 30 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60
年収(対数)・年齢プロファイル
1991年 1996年 2001年 2006年
図3




















26 28 30 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60
対数実質年収水準プロファイル












26 28 30 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60
実質消費水準のコホート別年齢プロファイル
1965年生 1960年生 1955年生 1950年生 1945年生
図6
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等価支出と年収・年齢プロファイル
所得 等価支出(右軸)

































































































26 28 30 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60
消費支出(対数)分散・年齢プロファイル
1991年 1996年 2001年 2006年
図11
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対数年収分散・年齢プロファイル
1991年 1996年 2001年 2006年
図12
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分散・年齢プロファイル
1999年所得分散 1999年消費分散 1989年所得分散 1989年消費分散
図13











25歳 30歳 35歳 40歳 45歳 50歳 55歳 60歳
コホート別所得分散・年齢プロファイル
1959年生まれ 1955年生まれ 1949年生まれ 1945年生まれ 1940年生まれ
図14











25歳 30歳 35歳 40歳 45歳 50歳 55歳 60歳
コホート別消費支出分散・年齢プロファイル
1959年生まれ 1955年生まれ 1949年生まれ 1945年生まれ 1940年生まれ
図15
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































business cycle contraction 30歳 40歳 50歳
図19













































































































































































































































































business cycle contraction 30歳 40歳 50歳
図20





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































出典: 家計調査 注: 詳細に関しては本文を参照せよ